美浜町告示第８号

美浜町中小企業経営安定資金融資要綱
（目的）
第１条　この要綱は、本町内に事業所を有する中小企業者に運転資金及び設備資金を融資することにより経営の合理化及び近代化を促進し、その経済的地位の向上を図り、もって中小企業者の経営安定及び振興に寄与することを目的とする。
　（中小企業者の定義）
第２条　この要綱において｢中小企業者｣とは、本町内に事業所を有し、資本金または出資の額が5，000万円以下並びに常時使用する従業者の数が50人以下の法人もしくは個人であって商工業またはサービス業を営むものをいう。
　（融資の対象）
第３条　この要綱により融資を受けることができる者は、本町内において引き続き原則として１年以上同一事業を営んでおり、融資の償還能力を有し、かつ、租税負担等を完納している中小企業者とする。
　（原資の預託）
第４条　町長は、第１条の目的を達成するため、毎年度予算で定める範囲内の金額をあらかじめ指定する金融機関（以下｢取扱金融機関｣という。）に前年度の貸し付け実績で預託する。

２　前項の原資の預託期日は、預託の行われた年度内とし、その利率は、無利子とする。

　（協調融資）

第５条　取扱金融機関は、町長が預託する金額の３倍に相当する金額を協調融資　する。
　(融資の条件)

第６条　融資の条件は次の各項に定めるところによる。

(1) 融資期間及び融資利率は、毎年度末において取扱金融機関との協議により、別途定めるものとする。

(2) 融資利用限度額は、１，５００万円以内とする。

(3) 返済方法は、原則として月賦元金均等償還とする。ただし、繰り上げ償還することができる。

(4) 取扱金融機関は、貸付に際し保証人、担保の徴求、福井県信用保証協会の保証制度利用等を行うことができる。

(5) 取扱金融機関は、貸付及び回収の業務を行い、融資金回収の責任を負うものとする。

２　前項に定めるもののほか、融資について必要な条件は、取扱金融機関の定めるところによる。

（融資の申込）

第７条　融資を受けようとする者（以下「申込人」という。）は、美浜町中小企業経営安定資金借入申込書(様式第１号。以下「借入申込書」という。)に所定の事項を記載し、わかさ東商工会を経由し、町長の認定を受けた後、取扱金融機関に申し込むものとする。

(融資の決定報告)

第８条　前条の規定による申し込みを受けた取扱金融機関は、その適否を審査し融資の可否及びその額を決定する。
２　取扱金融機関は、前項の規定により可とした場合は、美浜町中小企業経営安定資金融資実行報告書(様式第２号)を町長に提出し、否とした場合は、美浜町商工会を経由し、借入申込書を速やかに本人に返戻すると共に町長に報告するものとする。

（二重貸出防止）
第９条　申込人に対し、融資限度額以上の二重申し込みができない旨周知徹底し、二重貸出が判明した場合は、取扱金融機関の責任において一方のみ全額繰上げ返済させるものとし、取扱金融機関相互の貸出状況を確認するものとする。

　(融資状況等の報告)

第１０条　取扱金融機関は、貸付及び返済の状況報告書(様式第３号)を、実行翌月の５日までに速やかに町長に報告するものとする。

　(その他)

第１１条　この要綱に定めるもののほか、年度間において金利の大幅な変動等本制度融資に係る重要な改定事項が発生した場合は、美浜町と取扱い金融機関及びわかさ東商工会と協議し決定するものとする。
　　　　附　則

　この要綱は、昭和４９年４月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、昭和５１年４月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、昭和５２年４月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、昭和５３年４月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、昭和５４年４月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、昭和５５年４月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、昭和５７年４月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、昭和６０年４月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、昭和６１年４月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、昭和６２年４月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、昭和６３年４月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、平成元年１０月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、平成２年４月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、平成３年４月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、平成３年６月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、平成４年４月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、平成５年４月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、平成６年４月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。

　　　　附　則

　この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。

附　則

　この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。
附　則

　この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。
